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はじめに
厚生労働省が行っている出生動向基本調査は、毎回、理想子ども数と予定

子ども数について尋ねている。少子化政策を考えるにあたってこれらは重要
な指標である。なぜならば、実際の出生数が減少している時に、理想（あるい
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は、予定）数が一定であるのか、あるいは、理想数も同時に減少しているのか

によって必要とされる政策の内容が変わってくるからである。前者の場合は理

想数が実現されない原因を、後者の場合は理想数が低下する原因を考えなけれ

ばならない。また、予定子ども数については、それが出生率予測の指標となり

うるかどうかをめぐって議論がなされてきた。

内閣府が 2011年に発表した『少子化社会に関する意識調査報告書』によれ

ば、調査対象となった 5カ国中、日本は理想子ども数と現実の子ども数のかい

離が最も大きな国であった1)。すなわち、日本には人々が理想子ども数を実現

できない障害がより多くある。したがって、このかい離を分析することは少子

化政策を考えるにおいて有意義であると思われるが、理想（あるいは、予定）

子ども数を用いた研究蓄積は多いとはいえない。海外においても、同かい離の

要因分析を目的とした研究は多いとはいえないが、予定子ども数の出生率予測

指標としての妥当性を分析する研究は数多く存在し、妥当性が認められない場

合に何がかい離の要因になっているかが議論されてきた。また、妥当性の研究

はマクロレベルとミクロレベルの両面から分析がなされてきた。

本稿はこれらの研究蓄積のサーベイを行うことを目的とする。そして、この

分野における研究課題を議論したい。

1節 用語の定義
まず、サーベイを始める前に用語の概念的な整理をしたい。なぜなら文献

によって用いられる用語が異なるからである。中でも、よく用いられる理想

数（Ideal number）、希望数（Desiredあるいは、wanted number）、意図数

（Intended number）、予定数（Expected number）をとりあげる。

理想の子ども数は、アンケートの対象者が「もし可能であれば」という前提

に基づいて回答する数なので、現実的な数であるとは見做し難い。一方、意図

数と予定数は回答者が直面している現状を艦みて回答する数なのでより現実的

1) ただし、同調査は「全部で何人の子どもを欲しいか」と尋ねているので、理想数というよりは希
望数といった方が正確である。日本以外の調査対象国は、アメリカ、フランス、スウェーデン、
韓国。
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である。出生意図数と予定数の違いはほとんどないと考えられる2)。
理想数について留意しなければならないことがある。それは調査票で尋ね

られる際に二つのパターンがあることである。一つは、一般的なコンテクスト
で尋ねられるパターンで、もう一つは、調査対象者本人について尋ねられるパ
ターンである。前者は後者よりもより社会規範を反映させた数になるであろ
う。後者は次に説明する希望数により近い数であると推測される。
希望数はやや曖昧で理想数と予定数の間のどこかに位置すると考えられる

が、調査票での質問のされ方によって理想数寄りか予定数寄りかが変わってく
る。すなわち、希望数がはっきりと予定数と区別される場合（調査票において
両方が尋ねられる場合）、回答者は希望数を理想数により近い概念として捉え
るであろう。例えば、横山（2007）では希望数と予定数は明確に区別されて
いる。具体的には、消費生活に関するパネル調査を利用して、希望子ども数を
「現在の子ども数+欲しい子どもの数（「条件によっては欲しい」を含む）と定
義し、予定子ども数を「現在の子ども数+欲しい子どもの数（「条件によっては
欲しい」を含まない）と定義している。この条件とは、例えば経済状況や健康
状態などが考えられる。したがって、この条件を含まない予定子ども数は希望
子ども数に比べてより現実的な数であると考えられている。一方、予定数が尋
ねられることなく、希望数と実際の子どもの数のみが尋ねられる場合は、回答
者は希望数を予定数により近い概念として捉える可能性がある。したがって、
希望数のデータを扱う場合は、調査票においてどのように尋ねられたかに留意
する必要がある。
最後に、これらの指標がどのように用いられるのが望ましいかについて述べ

たい。まず、出生率の将来予測指標としては、最も現実的な数を示す予定数が
よいであろう3)。ただし、次節で紹介する文献が示すように、予測指標として

2) Noack and Østby（2002）は、出生意図数は望まない出産を含んでいないという理由から予
定子ども数と区別しているが、Morgan（2002）が指摘するように、我々は子どもの数を予定
する際に避妊の失敗まで予想することができない（あるいは、失敗を想定しない）のであるから
この区別は実質的にあまり意味がないと思われる。

3) フランスのデータを分析した Testa and Toulemon（2006）も希望子ども数よりも予定子ど
も数（Likelihood という表現が使われている）の方が将来の出生数の予測にはよりよい指標で
あるとしている。
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の予定数の妥当性は、長期データを用いた場合に認められないことが多い。し

たがって、短期の予測に用いるのが妥当である。また、少子化政策などの政策

論に有効な指標は希望数である。政策が個人の自由な意思決定を歪めることは

適当ではないが、理想数は社会規範の影響を受けている可能性があるため、こ

れを分析することは社会規範の強化につながるので望ましくない。また、予定

数は、すでに個人が直面している問題（雇用不安やワークライフバランスがと

りづらい等）を考慮した上での数値なので、社会的ニーズを把握するのにふさ

わしい指標とはいえない。消去法ではあるが、政策論のためには希望数を分析

するのが最もよいと思われる。

2節 予定こども数の出生率予測指標としての妥当性に関する研究
Westoff and Ryder（1977）が、アメリカの National Fertility Study, 1970/

1975を用いて、予定数の将来予測指標としての脆弱性を指摘して以来（ただ

し、集計レベルでの不一致性を指摘。個人レベルではかなりの予測力があると

している）、同種の研究が盛んに行われるようになった。以下、ミクロレベル

の分析とマクロレベルの分析にわけて紹介する。

2.1 ミクロ計量分析による一致性の分析
ミクロレベルでは、追跡調査により蓄積された数年分の個票データを用い

て若い頃の予定子ども数と実際の出生数との一致性について分析されることが

多い。追跡調査は電話にて行われることも多かったようである。分析手法は、

定量的記述分析、ハザード分析、多変量解析からオッズ比を求める分析が主流

である。多変量解析で主に用いられる説明変数は、初婚年齢、婚姻関係継続期

間、実際の子どもの数、出産間隔、宗教、女性の雇用状況、夫婦それぞれの教

育水準、夫婦間の希望子ども数の一致の有無、世帯収入である。

まず、予定数の妥当性を主張する研究から紹介する4)。

4) Morgan（2001）の詳細なサーベイは 2000 年までの研究を多くカバーしている。本稿では 2000

年以降の研究も加えながらサーベイする。Morgan（Ibid.）では希望数と予定数は同じ数にな
るという理由から特に区別されていないが、本稿では明確に区別している。
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Westoff and Ryder（前掲）以前に書かれた Coombs（1974） は心理学の

測定理論を応用して I-scaleと呼ばれる尺度を開発したが、それを用いてデト

ロイトで 1962年と 1967年に行われた調査を分析したところ、最初のインタ

ビューで得られた予定数と 2回目の調査で得られた実際の数との間に強い一致

性が確認された。

Freedman, Freedman and Thornton（1980）はデトロイト在住の既婚白人

女性を 15年に渡って追跡調査した（調査年は 1962年の初めと終わり, 1963

年, 1966年, 1977年）。それを分析した結果、結婚初期に夫婦間で意見調整が

行われた後の予定子ども数は 15年後の出生数とかなり一致していることから、

予定数が予測指標となるとしている。ただし、第一子の出産時期が早いほど実

際の数が多くなったり、逆に遅いと最終的な数が少なくなったりすることも確

認している。宗教、教育水準、収入による影響は確認されなかった。

Schoen et al.（1999）は、アメリカの the National Survey of Families and

Households (NSFH), 1987-1988/1992-1994を用いて、予定とその後の出生行

動との一致性を記述分析、ハザード分析、ロジット分析により分析し、予定数

は実際の出生数と強い関連があると結論づけている。変数には婚姻状況、出産

タイミング、雇用、教育水準などが用いられたが、一致性に影響があるのは婚

姻関係の持続であった。また、独身者の予定数は、未来のパートナーの嗜好が

わからないので一致性が低い。同じデータを使ってロジスティック回帰を行っ

た Remez（2000）も予定子ども数と実際の出生数との間に統計的に有意な関

係性を確認している。

松浦（2009）は家計経済研究所の消費生活に関するパネル調査（1994, 1997,

2000, 2003）の有配偶データを用いて、t期と t-1期の子ども数の差を従属変

数に、出生予定と出産行動に関する変数を独立変数にとってパネル分析を行っ

ている。この推定の特徴的なところは、出生意図に関する変数がダミー変数に

なっており、「是非欲しい」と「条件付きで欲しい」が区別されていることで

ある。固定モデルの結果は、是非欲しい子どもが 1人増えると 3年間で子ど

もが 0.37人増え、条件付きで欲しい子どもが 1人増えると 0.211人増えるこ

とを示した。その他、本人、配偶者の収入はともに追加子ども数に負、女性の
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労働時間は負、配偶者のそれは正、家事時間はともに正の影響を持つことが確

認された。

次に、予定数が実際の子ども数と異なることを指摘する研究を紹介する。

Symeonidou（2000）は、ギリシャのデータ（1983, 1997）を用いて、総計

レベルと個人レベルで予定子ども数の妥当性を推定している。記述分析から、

総計レベルでは 11.1%、個人ベースでは 19.3%の不一致を確認している。ミク

ロ分析では、希望子ども数と現実の子どもの数の差を従属変数にとり回帰分析

を行っている。理想数、第一子出産年齢は負、経済状況と部屋数は正の効果が

確認された。

Noack and Østby（2002）は、Norwegian FFS, 1977/1988に子どもの数

が分かる他のデータ（1999）を pin codeでつなぎ合わせて、予定数と実際の

数の関係を分析した。22年間という長い期間をとっているのでほとんどの女

性は妊孕期間を終えている。記述分析では、予定数は有る程度はあてになる指

標であるとしているが、ロジスティック分析では、予定数が少ないほど現実数

が予定数を上回る確率が高いことが確認された。教育、就業は結果が有意では

なかった。結論として、予定数と実際の数の一致性はどちらかといえば弱いと

している。ただし、予定子ども数が 0人または 1人の場合は一致性が高い。

Quesnel-Vallée and Morgan（2003）はアメリカの National Longitudinal

Survey of Youth, 1982/2000を用いて、予定数と実際の出生数の一致性を分

析している。同文献も 18年と比較的長期間をとっているのが特徴である。ボ

ンガーツ・モデルに基づき（2.2節を参照）、最初の調査で回答した予定数より

も実際の数が多くなった人と実際の数が予定数よりも少なくなった人とに分け

て分析している。前者では結婚や出産がより早いほど予定より多くなる傾向に

あり、後者では 25歳を過ぎてから結婚する人は予定より少なくなるという。ま

た、予定＞実際、予定＝実際、予定＜実際を従属変数にとりmultinomial logit

分析したところ、40～44歳の女性のわずか 38%、同男性の 33%しかが予定通

り行動していなかったことがわかった。
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以上、総合してみると、一部例外はあるものの5)、10年未満の短期間をとって

分析した研究は予定子ども数と実際の出生数との一致性を確認する傾向にあり、

10年以上の長期間をとって分析した研究は不一致性を確認する傾向にある6)。

この違いの理由として予定数が時間の経過に伴い修正されることが考えられ

る。この修正は、例えば、妊孕力の低下、配偶者間での意見の相違（Thomson

1997）、離別、社会規範の変化（Westoff and Rider 1977, Freedman, Freedman

and Thornton 1980）によって行われる。したがって、若年期の予定子ども数

は長期の出生率予測には向かないと思われる。

2.2 マクロレベルの一致性の分析
予定子ども数と実際の出生数との違いをマクロ的に分析することを可能に

したものにボンガーツ・モデルがある。これは、Bongaarts（2002）の提案に

よるもので、出生率に影響を及ぼすあらゆる要素を一度に含めた包括的モデル

である。以下、ボンガーツ・モデルを簡単に紹介する。

仮に予定子ども数が一定で、不妊、婚外出産、避妊の失敗がなくて、すべて

の女性が十分に若くで結婚して出産するとすれば、予定子ども数は実際の子ど

も数と一致するだろう7)。すなわち、合計特殊出生率（TFR）=予定子ども数

（IP）となる。しかし、現実にはそうはならない。ボンガーツは予定子ども数

が実際の数より少なくなる要因を望まない出産（Fu）、死産の補充出産（Fr）、

子どもの性別についての強い選好を満たすための追加的な出産（Fg）とし、一

方、予定子ども数が実際の数よりも上回る要因を出産の延期（Ft）、低妊孕力

と不妊（Fi）、子どもと競合する他の労力・時間集約型活動（Fc）として、以

5) たとえば、フランスの Monnier（1989）は 5 年という短いスパンをとっているが個人レベル
では不一致性があると指摘している。また、アメリカのデータ NSFH を分析した Heaton,

Jacobson and Holland（1999）も人々の出産の意向がわずか 6 年のうちにかなり変わるこ
とを示したが、これは Childlessness を希望した人に限られた分析である。また、本文でも紹
介した Freedman, Freedman and Thornton（1980）は 15 年という長い期間をとって分
析しているが一致性を主張している。

6) ただし、一致性について明確な判断基準が存在するわけではないので、調査対象期間と一致性の
負の関係を一般化するには精緻な分析が必要とされる。

7) Lee（1980）．
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下のような式を提示した。

　 TFR=IP・Fu・Fr・Fg・Ft・Fi・Fc

Fu、Fr、Fg、Ft、Fi、Fcはいずれも出生に影響力を持たない場合は 1を

とるので、これらすべてに影響力がない場合、TFR=IPとなる。つまり、予

定子ども数は実際の出生数に等しくなる。しかし、これらの変数が出産にネガ

ティブに作用する場合は 1以下、ポジティブに作用する場合は 1以上をとる。

例えば、望まない出産率が 10%の場合は Fu=1.10、出産の延期のために出生

率が 5%低くなる場合は Ft=0.95となる。

ボンガーツ・モデルを適用した研究に、Morgan and Hagewane（2005）が

ある。対象国はアメリカとイタリアである。両国間で、予定子ども数に関して

はそれほど違いが見られないが、TFRには大きな差がある。分析の結果、イ

タリアにおいて出産と女性のキャリアとの競合等で Fcの値が小さいことが、

両国間の出生率格差を広げているとしている。

ボンガーツ・モデルは出生行動に影響を与える要素がおおむね網羅されてお

り、総合的に分析できる優れたツールであるが、一方で、各変数にどのような

データを用いるのか、その適用に難しさがある。望まない出産や死産の補充出

産、子どもの性別選好による出産は調査結果などから比較的簡単に数値化でき

るであろう。出産の延期は、テンポ効果の研究8) によりテンポの歪みの規模

を推計する計算方法が開発されているので、こちらも数値化に問題はない。低

妊孕力と不妊に関しては正確な数値化がやや難しい。Morgan and Hagewane

（Ibid.）は、年齢が高くなるにつれて不妊率が高まることから、Menken（1985）

によって提示された年齢ごとの不妊率を用いて数値化している。最後に、最も

数値化が難しいのが、子どもと競合する他の労力・時間集約型活動である。こ

の活動を母親の労働に限定したとしても、子育て費用、市場財による家事・育

児の代替可能性、雇用政策、育児休業制度等の公共政策、夫婦間の役割分業、

社会規範など様々な要素が関係しており、これらすべてを考慮しながら数値化

するのは非常に困難である。Rindfuss, Guzzo and Morgan（2003）は、この

8) Bongaarts and Feeney（1998）や Bongaarts（2002）を参照。
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問題に対処するために Sensitivityという変数を作った。それは、次の式のよ

うに定義される。

　 Sensitivity = ln (TFRt /TFRl) / ln (FLFPt /FLFPl)

ただし、FLFPは女性の労働参加率、添え字の tは利用可能なデータの最も

直近の年、同様に lは TFRが置換水準である 2を割り込んだ最初の年である。

例えば、イタリアは Sensitivityの値が−3.15と計算されたが、これは、1%の

労働参加率の増加が 3.15%の TFRの減少を伴うことを意味している。実際、

イタリアは両立が困難な国である。しかし、この指標には大きな落とし穴があ

る。例えば、両立が難しい国で、かつ、経済不況で失業率が高い場合は、労働

参加率も TFRも負になる可能性がある。この時、Sensitivityの値は負ではな

く正になるため、どちらも正である国（両立しやすい国）との区別がつかなく

なるのである。因みに、ボンガーツ・モデルを提案したボンガーツ自身もこの

変数（Fc）の数値化の難しさが同モデルの脆弱性であることを認めている9)。

3節 希望子ども数と実際の子ども数とのかい離の要因に関する研究
この節では、希望子ども数が実際の子ども数とかい離していることを前提に

して、希望するだけの子ども数を持つことができない要因を分析する研究を紹

介する。これらの分析は、より効率的な少子化政策を議論するのに有効である。

Van Peer（2002）は FFSのデータ10) を用いて 9カ国を対象に、希望子ど

も数と実際の子ども数との一致の有無を従属変数としてロジスティック分析

を行い、それぞれの変数についてオッズ比を示している。独立変数は、婚姻に

関する変数（夫婦関係継続期間等）、社会経済的変数（学歴、就業状況等）、出

生行動に関する変数（第 1子出産年齢、現在の子どもの数）から成っている。

推定の結果、女性の教育効果（機会費用）はベルギー、イタリア、フランス、

フィンランド、ハンガリーで確認された。スウェーデン、スペイン、ポーラン

9) Morgan and Hagewane（2005）, p.22.

10) 1998 年～1999 年に United Nation Population Fund によるサポートを受けて行われた出
生と家族に関する調査。23 カ国を対象に行われた。日本は含まれていない。
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ド、オーストリアでは中高年期の出産によるキャッチアップで機会費用のマ

イナス効果が相殺されている。就業状況に関する変数では、スペイン、イタリ

ア、ポーランドでパート労働者の希望・現実子ども数の不一致度が高い。これ

らの国では不安定雇用であるパート労働者（経済状況からどうしても女性も働

かなければならない）や失業者が仕事と育児を両立する上で困難に直面してい

る。一方、オーストリアとスペインでは、フルタイム、非就業がパートにくら

べて不一致度が高く、パート労働はむしろ両立の手段として機能している。そ

の他、結婚生活の安定は不一致の確率を低下させ、パートナー間の子どもの数

に関する意見の相違は不一致の上昇、第 1子出産年齢が高いほど不一致の確率

が上昇などもっともな結果が得られている。この国際比較を通して、Van Peer

は出生行動が労働政策、家族政策、その他の社会政策、またこれらの政策がど

のように組み合わされているかに影響を受けていると結論づけている。

Adsera（2006）は Spanish Fertility Surveysを利用して、希望子ども数と

実際の子ども数とのかい離を分析している。スペインが長い不況を経験してい

ることから、特に不況による影響と出生行動に焦点が当てられている。Adsera

は次のような仮説をたてる。すなわち、長期不況下においては再就職が困難で

あるため、労働市場からの撤退は大きな所得損失につながる。この損失を避け

ようと女性は出産の時期を遅らせるのだが、それが出産確率の低下につなが

る。推定は、希望子ども数と現実の数の差を従属変数に、婚姻に関する変数、

雇用状況に関する変数、夫婦間の希望数の不一致などを独立変数にとり、OLS

モデルにより行われた。推定の結果、20代中盤で高い失業率に直面した者ほ

どかい離が大きいこと、不安定雇用で就業している女性はかい離が大きいこと

等が明らかになった。

いずれの研究においても、雇用と出生行動の強い関連性が確認されており、

雇用政策と少子化政策とのよりよい組み合わせを考えなければならないことが

示唆されている。特に、近年、増加している不安定雇用者が希望するだけの子

どもを持てないという問題は喫緊の課題である。

出生率の分析は、ハザード分析により第 1子出産確率を推定する研究、サバ

イバル分析により出産タイミングを推定する研究が多く見られるが、希望子ど
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も数と実際の子ども数のかい離についての分析は研究蓄積が少ない。しかし、

同かい離の分析は、包括的な政策論には非常に意義のある分析である。今後、

さらに研究が蓄積されることが望まれる。

4節 同研究分野における今後の課題
以上、予定子ども数（あるいは、希望子ども数）と実際の出生数とのかい離

に関する研究をサーベイしてきたが、最後に一点だけこの分野における課題を

議論したい。

出産の意思決定メカニズムを説明する理論はシカゴ学派によって展開され、

経済学だけでなく分野を超えて広くベッカーのモデルとして知られる。予定子

ども数と実際の子ども数とのかい離は、まさに出産の意思決定メカニズムと強

く関連している。本稿がサーベイした論文の中にも、Symeonidou（2000）な

どいくつかの研究でベッカーのモデルに基礎をおく説明がなされている。同モ

デルでは、追加的な子どもを持つかどうかを決定するために、それによって発

生する限界費用と限界効用が比較される。したがって、子どもの費用は出産の

意思決定において不可欠な変数である。内閣府『少子化社会に関する意識調査

報告書』では、希望子ども数を達成していない人にその理由を尋ねているが、

30代回答者の最も多い回答は「子どもの養育や教育に費用がかかりすぎるか

ら」であった11)。こうした事実にもかかわらず、過去のかい離の研究におい

て、子育ての直接費用が推定の中で取り扱われたことはほとんどない。だが、

子どもの保育・教育費の私的負担率は国によって異なり、このことが国ごとの

出生率の違いに影響している可能性がある。今後、子育ての直接費用を含め

て、より包括的な議論ができるように変数の見直しを行い、さらに推定を精緻

化させていくことが望まれる。また、Brachet et al.（2010）は、少子化社会

で育った若年層の出産意欲が低いことをドイツを例にあげて指摘しているが、

これは経済的要因以外の要素も希望子ども数に影響を与えうることを示唆して

いる。人々の心理的な側面にもより配慮する必要があるだろう。

11) アメリカ、フランス、日本、韓国に関する結果である。
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